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加茂市結婚新生活支援補助金 よくある質問 

 

 事前相談について  

（1）. 市のホームページには予算の上限額に達し次第終了とありますが、婚姻日が年度末付近

になる予定です。申請に間に合うか不安なのですがどうすれば良いですか？ 

➡加茂市政策推進課までご相談ください。現在の申請受付状況などをお伝えします。 

また、場合によっては翌年度の対象者として認められる場合があります。 

 

 対象者について  

（2）. 子どもがいる場合も対象になりますか？ 

➡ 対象になります。 

 

（3）. 再婚の場合も対象になりますか？ 

➡ 対象になります。ただし、夫婦のどちらかが、加茂市や転入前の市町村で同様の制度

の補助を受けたことがある場合は対象外です。 

 

 所得の条件について  

（4）. 所得証明書を税務課で発行してもらいましたが、証明書に記載のあるどの金額を申請書

に所得額として記載すればよいですか？ 

➡ 「合計所得金額」の欄の金額を記載してください。 

 

 講座等の受講について  

【下記の①～④の講座等の共通事項】 

 

①ライフデザイン支援講座 

②プレコンセプションケア講座の受講 

③医療機関への妊娠・出産の相談 

④共家事・共育て講座の受講 

 

（5）. ①～④の講座等のうち、いずれか 1 つでも受講・受診することで要件を満たしたことにな

りますか？ 

➡いずれか１つの受講・受診で対象になります。 

 

（6）. ①～④の講座等はいつ受講・受診したものが対象になりますか？ 

➡申請年度の４月１日から翌年３月３１日までの間に受講・受診したものが対象です。 
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（7）. ①、②、④の講座をオンライン（e ラーニング）で受講した場合も対象になりますか？ 

➡対象になります。 

 

（8）. ①、②、④の講座は無料で視聴できる動画を視聴した場合でも対象になりますか？ 

➡対象になります。ただし、次に掲げる動画を視聴した場合のみに限ります。 

① ライフデザイン支援講座 

対象となる動画はありません。ただし、新潟県が提供するライフデザインシミュレーシ

ョンツールを活用して結婚後の生活を考えた「ライフデザインマップ」を提出すること

で、要件を満たしたこととします。 

（URL）https://niigata-lifedesign.com/life-choices/ 

 

② プレコンセプションケア講座 

国立研究開発法人国立成育医療研究センターが提供する「プレコンセプションケア啓

発動画 2022」を視聴することで受講したことが認められます。 

（URL）https://www.ncchd.go.jp/hospital/about/section/preconception/ 

 

 

④ 共家事・共育て講座 

新潟県が提供する動画教材を視聴することで受講したことが認められます。 

（URL） https://youtu.be/7csITl6xA0s 

 

 

 

 

https://niigata-lifedesign.com/life-choices/
https://www.ncchd.go.jp/hospital/about/section/preconception/
https://youtu.be/7csITl6xA0s
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（9）. ①、②、④の講座を対面で受けることができますか？ 

➡加茂市では対面で実施する講座を開設していません。ただし、申請者の勤務先や民間

企業が開催する対面・オンライン講座を受講することでも要件を満たしたと認められま

す。その場合は、講座を受講したことが分かる証明書などを提出してください。 

 

（10）. ①、②、④の講座を受講したことが分かる書類とはどのようなものですか？ 

➡主催者から発行される受講証明書に当たるものが考えられます。受講証明書の発行を

受けられなかった場合は、申込が完了したことが分かるメール等の文面のコピーや、その

他受講したことの証明が難しい場合は受講した講座・セミナーの概要が分かるチラシ等の

コピーを提出してください。 

No.（８）に記載のある新潟県や国立研究開発法人国立成育医療研究センターが公開する

動画を視聴した場合は、「様式３ 同意書兼誓約書」の講座等を受講済みであることを申

告する欄にチェックを入れてください。 

 

（11）. ①～④の講座等は妻のみ、夫のみの受講・受診でも対象になりますか？ 

➡対象になりません。夫婦ともに受講・受診してください。 

ただし、「④共家事・共育て講座」のみ、その内容や対象者等を踏まえ、夫のみの受講でも

対象とします。 

 

（12）. 夫婦それぞれ別の日に受講・受診しても対象になりますか？ 

➡対象になります。受講・受診日が別日であったとしても、夫婦それぞれが申請する年度

の４月１日～３月３１日までの間に受講・受診していれば問題ありません。また、同一の講

座でなくとも夫婦で別々の内容の講座を受講していたとしても問題ありません。 

 

（13）. ①～④の講座等は婚姻前に受講・受診したものでも対象になりますか？ 

➡婚姻前に受講・受診した場合でも申請する年度の４月１日～３月３１日までの間に受講・

受診していれば対象になります。 

 

（14）. 受講予定・受講した講座の内容がこの補助金の対象要件に当てはまるか分かりませ

ん。 

➡受講予定・受講した講座の内容がこの補助金の対象要件に当てはまるか分からない場

合は、加茂市政策推進課までお問い合わせください。その際は、受講内容が分かるチラシ

や講義資料等を添付しメールでご相談ください。 

✉ kikaku@city.kamo.niigata.jp 

（加茂市政策推進課 結婚新生活支援事業補助金担当まで） 
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【① ライフデザイン支援講座について】 

 

（15）. 「①ライフデザイン支援講座の受講」は乳幼児とふれあう体験や子育て世帯との意見

交換への参加でも対象になりますか？ 

➡対象とします。提出書類として、参加申込が完了したことが分かるメール等の文面のコ

ピーや、その他参加したことの証明が難しい場合は参加した体験会の概要が分かるチラ

シ等のコピーを提出してください。 

 

【② プレコンセプションケア講座について】 

（16）. 「②プレコンセプションケア講座」は医療機関での「プレコンセプションケア健診」の受

診でも対象になりますか？ 

➡夫婦ともに受診した場合は対象になります。提出書類として、受診日に医療機関から発

行された領収書のコピーを提出してください。 

 

【③ 医療機関への妊娠・出産の相談について】 

（17）. 「③医療機関への妊娠・出産の相談」は、加茂市こども未来課で保健師に妊娠・出産に

係る無料の相談窓口を利用した場合も対象になりますか？ 

➡対象になります。 

 

 

 対象経費について  

（18）. 婚姻日より前から一緒に住んでいる場合は、婚姻日より前の月の家賃は補助対象経

費に入りますか？ 

➡ 婚姻を前提として同居を開始した場合は、カップルが同居を開始した日からの経費を

対象に含めることができます。 

例）５月同居開始→７月婚姻 であれば、同居を始めた５月分の家賃から対象経費に含め

ることができます。 

 

（19）. 賃借に要した費用に駐車場代や自治会費を含めることはできますか？ 

➡ できません。賃料、敷金、礼金、共益費、仲介手数料のみが対象です。 

そのため、下記の経費は対象外です。 

駐車場代、自治会費、清掃代、鍵交換代、設備購入費、火災保険料、家財保険料など 

 

（20）. 引越費用について請求書しか手元にありません。対象経費に含めることはできます

か？ 

➡ できません。領収書を引越業者から発行してもらってください。 
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（21）. 住宅のリフォームについて対象となる経費はどのようなものですか？ 

➡ 婚姻を機に住宅をリフォームする際に要した費用のうち、住宅の機能の維持又は向上

を図るために行う修繕、増築、改築、設備更新等の工事費用です。 

ただし、下記に掲げる費用は対象外です。 

倉庫・車庫に係る工事費用、門・フェンス・植栽等の外構に係る工事費用、エアコン・洗濯機

等の家電購入・設置に係る費用 

 

（22）. 住宅のリフォームについて契約書を作らずに工事をしました。対象経費に含めること

はできますか？ 

➡対象となります。ただし、契約書に代わる請書と領収書の両方を提出し、下記の事項が

記載されている場合のみ対象とします。 

 宛名が申請者名義となっていること 

 工事を行った場所の住所（○○様宅地内など具体的な住所の記載がないものは不

可）が住民票に記載されている住所と同一であること 

 どのような工事を行ったのか明記されていること 

 

（23）. リフォームする住宅の所有者が夫婦以外（同居する親など）でも対象になりますか？ 

➡対象となります。 

 

 

 補助上限額について  

（24）. 期間内（４月～翌年３月）では対象経費が補助上限額（３０万円または６０万円）に達し

ませんでした。上限に達しなかった分はどうなりますか？ 

➡ 翌年度に限り、継続して申請を受け付けることができます。詳しくは政策推進課まで

ご相談ください。 

 

 

 住宅手当支給証明書について  

（25）. 勤務先から住宅手当を支給されていない場合でも提出が必要ですか？ 

➡ 提出が必要です。住宅手当が支給されていないことを勤務先から証明してもらってく

ださい。 

 

（26）. 自営業や専従事業者の場合はどうすればいいですか？ 

➡ 提出不要です。申請時にその旨を受付担当にお知らせください。 
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 その他  

（27）. 婚姻を機に市外から転入してきます。この補助制度以外に使える制度はあります

か？ 

➡ 市外から転入し、住宅を取得する場合は「加茂市移住促進住宅取得補助金」を活用で

きる可能性があります。詳しくは建設課のチラシで確認してください。 

 

【詳しくはこちらから】 加茂市移住促進住宅取得補助金（加茂市ホームページ） 

https://www.city.kamo.niigata.jp/docs/36105.html

